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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 第110期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。 

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 14,941 15,515 14,516 26,838 29,347 

経常利益 (百万円) 893 1,034 1,305 1,276 1,956 

中間(当期)純利益 (百万円) 221 363 763 322 839 

純資産額 (百万円) 8,909 9,084 11,193 9,430 10,849 

総資産額 (百万円) 30,843 32,063 34,214 31,263 33,390 

１株当たり純資産額 (円) 445.65 496.61 607.78 471.72 591.73 

１株当たり中間 

(当期)純利益 
(円) 11.08 19.86 41.72 16.12 44.46 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 28.9 28.3 32.5 30.1 32.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 796 1,376 535 1,929 3,584 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △434 △449 △377 △1,319 △375 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △639 △1,443 △767 △355 △3,037 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(百万円) 672 688 766 1,205 1,376 

従業員数 (名) 546 518 478 550 502 



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。  

４ 第110期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。 

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 6,074 6,421 6,626 12,070 12,828 

経常利益 (百万円) 591 727 925 1,147 1,566 

中間(当期)純利益 (百万円) 198 215 514 167 542 

資本金 (百万円) 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

発行済株式総数 (株) 20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000 

純資産額 (百万円) 8,559 8,446 10,061 8,944 10,041 

総資産額 (百万円) 24,550 27,346 29,478 26,200 29,251 

１株当たり純資産額 (円) 428.11 461.76 550.06 447.38 547.50 

１株当たり中間 

(当期)純利益 
(円) 9.92 11.79 28.14 8.36 28.21 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 7.00 7.00 

自己資本比率 (％) 34.9 30.9 34.1 34.1 34.3 

従業員数 (名) 332 293 256 322 277 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合との間に、特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

化学品事業  161 

電子材料事業  137 

ボトリング事業  71 

その他の事業  16 

全社(共通)  93 

合計  478 

  平成18年９月30日現在

従業員数(名) 256 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当社は、現在平成１７年度を初年度、平成１９年度を最終年度とする中期経営計画《ステップアップ‘０７》のスロー

ガン“確かな技術で世界に誇れる製品を提供する個性ある化学会社”を目指して日本カーリットグループの企業価値の最

大化をもたらす事業を遂行しております。  

 このような状況のなか、当中間連結会計期間の連結売上高は、電子材料事業部門は好調に推移いたしましたが、ボトリ

ング事業部門で天候不順に加え、ブランド各社の内製化の流れの影響等を受けたことにより前年同期比９億９千９百万円

減少し１４５億１千６百万円（前年同期比6.4％減）となりました。 

 売上原価は、売上高の減少等により１２億６千４百万円減少し１１７億１千万円となりました。なお、売上原価の比率

はグループをあげての生産効率化、コストダウンに努めたこと、また、収益力の高い電子材料事業部門の売上増により

2.9ポイント低下し80.7％となりました。 

 販売費及び一般管理費は前年同期比８千６百万円増加し１５億７千６百万円となり、売上高比率は1.2ポイント増加し

10.8%となりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の連結営業利益は、連結売上高が減少したものの前年同期比１億7千８百万円増加

し、１２億２千８百万円（前年同期比17.0％増）となりました。 

 営業外収益は前年同期比６千５百万円増加し１億７千１百万円となり、営業外費用は前年同期比２千７百万円減少し９

千５百万円となりました。 

 その結果、連結経常利益は前年同期比２億７千１百万円増加し、１３億５百万円（前年同期比26.2％増）となりまし

た。 

 特別損益を加除した結果、連結中間純利益は前年同期比３億９千９百万円増加し、７億６千３百万円（前年同期比

110.0％増）の大幅な増益となりました。 

  単位：百万円未満切捨

  売上高 営業利益 経常利益 中間純利益 
１株当たり 
中間純利益 

円 銭 

平成18年９月中間期(A) 14,516 1,228 1,305 763 41.72 

平成17年９月中間期(B) 15,515 1,050 1,034 363 19.86 

増減率(A/B)単位：％ △6.4 17.0 26.2 110.0 110.1 

増減金額(A－B) △999 178 271 399 21.86 



① 事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

事業部門別業績 

 〔化学品事業部門〕 

 産業用爆薬は、建設投資の低迷に伴う石灰石、砕石および土木工事における需要は減少しており、また、メーカー間の

競争激化により販売価格も低下いたしましたが、関西空港Ⅱ期工事への販売により、前年同期比わずかに増販となりまし

た。 

 自動車用緊急保安炎筒は、新車装着用は国内自動車販売の減少から前年同期比減販となりましたが、車検交換用は交換

促進キャンペーンなどを実施した結果、前年同期比増販となりました。なお、自動車用緊急保安炎筒に、自動車事故等で

ドアが開かなくなり、車内に閉じ込められた場合に、窓ガラスを割って車内から緊急脱出する際に使用する機能を付け加

え、付加価値を高めた新製品を市場に投入いたしました。また、信号炎管は、高速道路向けはメンテナンス工事の削減に

より、また、ＪＲ向けは定期交換時期の谷間にあたり、いずれも前年同期比減販となりました。 

 塩素酸ソーダは、今年度に入り主力需要家である紙パルプメーカーで塩素酸ソーダを用いた脱塩素漂白法への移行が更

に進んだため、大幅な増販となりました。                         

 脱塩素漂白法のための二酸化塩素発生装置の受注は大型案件が完了したため、前年同期比で大幅な減販となりました。

また、塩素酸ソーダは、引き続き世界的なタイト感と電力コストの上昇等により価格は強含みで推移しています。 

 亜塩素酸ソーダは、繊維用途の海外シフト、脱臭剤用途での競合品出現等の減販要因がありましたが、プリント基板、

液晶向けの出荷が好調に推移したため、亜塩素酸ソーダ全体では前年並みの販売となりました。 

亜塩素酸ソーダの売上の漸減傾向に歯止めをかけるため、食品添加物、窒素酸化物処理等の新たな需要分野の開拓を進め

ています。 

 過塩素酸アンモニウムは、主力のH2Aロケット推進薬向けは昨年並みで推移しましたが、その他の需要が落ち込み減販

となりました。 

 農薬関連製品は環境問題の高まりの中、その使用量は減少しており、市場は縮小傾向にありますが、主力の塩曹系除草

剤デゾレートは、普及活動を進めた結果、市場占有率を上げる事で補い前年同期比増販となりました。なお、需要家の要

求に合わせた自社製除草剤の開発を進めています。 

 電解次亜塩素酸ソーダ生成装置は、大型物件の減少に加え、需要が一巡してメンテナンス物件が主力となり減販となり

ました。 

 電極は拡販に努めたことにより、イオン水生成用電極も堅調に推移し過去最高の売上となりましたが、昨年度から原材

料の白金などの価格高騰が続いており、採算性については低下いたしました。 

 連結子会社の関東高圧化学㈱においては、過塩素酸の販売は輸出の増加に支えられ堅調に推移し、高圧水素添加を主と

した受託合成事業は新規案件の受注が増加しました。 

 これらの結果、当事業部門全体の売上高は４８億２千万円（前年同期比１億１千６百万円減、同2.4％減）、営業利益

は８億９百万円（前年同期比１億１千２百万円減、同12.2％減）となりました。 

 

 〔電子材料事業部門〕 

 有機導電材料は、コンデンサーメーカーの増産およびデジタルAV機器の好況により、リードタイプコンデンサー向け

TCNQ錯体とチップタイプコンデンサー向けピロール関連製品ともに前年同期比増販となりました。 

  単位：百万円未満切捨

  売上高(百万円) 営業利益(百万円) 

  
(B) 

前年中間期 
(A) 

当中間期 

増減 
(B) 

前年中間期
(A) 

当中間期 

増減 

  
(A-B) 
金額 

(A/B) 
率(％) 

(A-B) 
金額 

(A/B) 
率(％) 

化学品 4,936 4,820 △116 △2.4 922 809 △112 △12.2 

電子材料 2,749 3,212 463 16.8 722 1,014 291 40.3 

ボトリング 7,179 5,929 △1,250 △17.4 88 143 54 61.1 

その他 652 561 △90 △13.9 2 3 0 16.7 

小計 15,518 14,524     1,736 1,970     

消去 △3 △8     △686 △741     

連結合計 15,515 14,516 △999 △6.4 1,050 1,228 178 17.0 



 光機能材料は、期初においてプラズマディスプレイパネル向けで出遅れましたが、７月以降は順調に伸び、また、新製

品の投入による海外市場への展開も進み前年同期比大幅な増販となりました。 

 イオン導電材料は、トナー用電荷調整剤が新規需要家の遅れなどにより減販となりましたが、フィルム用途への販売が

国内外とも順調に推移し、全体では前年同期比わずかな増販となりました。 

 導電性高分子固体電解コンデンサーは、メーカー間の競争激化および市場価格の低下が影響し、前年同期比大幅な減販

となりました。 

 シリコンウェーハは半導体市況が堅調に推移しましたが、原材料が逼迫した影響を受け前年同期比微増にとどまりまし

た。 

 これらの結果、当事業部門全体の売上高は３２億１千２百万円（前年同期比４億６千３百万円増、同16.8％増）、営業

利益は１０億１千４百万円（前年同期比２億９千１百万円増、同40.3％増）と大幅な増益となりました。  

 

〔ボトリング事業部門〕 

 当中間連結会計期間の飲料業界は、天候不順やブランドの内製化の影響等を受け全体に伸び悩みました。こうした状況

下にあって受注確保のため積極的な営業活動を展開しましたが、当事業部門全体の売上高は５９億２千９百万円（前年同

期比１２億５千万円減、同17.4％減）となりました。営業利益は燃料代の高騰もあり、１億４千３百万円（前年同期比５

千４百万円増、同61.1％増）にとどまりました。 

 

〔その他の事業部門〕 

 研削材は、前期に引き続き基盤産業である機械、自動車、半導体、鉄鋼業界が堅調に推移いたしましたが、アルミナジ

ルコニア系研削材の製造販売を中止したことにより売上は減少し、当事業部門全体の売上高は５億６千１百万円(前年同

期比９千万円減、同13.9%減)となりました。営業利益はコスト削減に努めた結果、前年同期並みの３百万円となりまし

た。 

 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、７億６千６百万円となりまし

た。 

 営業活動によって得られた資金は５億３千５百万円となりましたが、投資活動に使用された資金が３億７千７百

万円となり、財務活動に使用された資金が７億６千７百万円となったことから、前連結会計年度末に比べて６億９

百万円の減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によって得られた資金は５億３千５百万円（前年同期比８億４千万円の減

少）となりました。この減少の要因は、税金等調整前中間純利益は４億５千６百万円増加しましたが、運転資金が

７億８千５百万円増加し、法人税等の支払額が２億５千４百万円増加したことなどによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動に使用された資金は３億７千７百万円（前年同期比７千１百万円の減少）

となりました。当中間連結会計期間においては固定資産の取得による支出が前中間連結会計期間と比較して３千８

百万円減少の３億８千１百万円となったことなどによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動に使用された資金は７億６千７百万円（前年同期比６億７千６百万円の減

少）となりました。当中間連結会計期間においては長短借入金の返済に５億７千２百万円充てたこと等によりま

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 主として見込み生産によっているので記載すべき事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 3,649 △1.9 

電子材料事業 3,093 21.5 

ボトリング事業 5,471 △18.5 

その他の事業 471 △16.8 

合計 12,684 △6.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

化学品事業 4,820 △2.3 

電子材料事業 3,204 16.7 

ボトリング事業 5,929 △17.4 

その他の事業 561 △13.9 

合計 14,516 △6.4 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

㈱伊藤園 3,782 24.4 4,257 29.3 

キリンビバレッジ㈱ 1,947 12.6 549 3.8 



３【対処すべき課題】 

 平成17年4月にスタートした3ヵ年中期経営計画「ステップアップ'07」は“収益力の拡大”を目指し計画最終年度

の平成19年度には連結売上高340億円、連結経常利益30億円を達成すべき数値目標として掲げております。 

 目標達成のために次の3点を最重要課題として取り組んでいかなければならないと考えております。 

①新製品の開発と新分野の開拓 

 当社のスペシャリティをよりいっそう高め、各事業本部とＲ＆Ｄセンター、事業企画部の三位一体の連携によりス

ピード感をもって新製品の開発に取り組んでまいります。 

  

②群馬工場再構築 

 群馬工場（群馬県渋川市）で生産している塩素酸塩類の採算性の向上は、当社の収益力拡大にとって最も重要な課

題であります。老朽化した設備、相対的高コスト構造など多くの問題を抱えております。群馬工場の西側に隣接する

国道17号線および群馬工場南側の市道がそれぞれ拡幅されることとなったため、工場全体の生産設備の再配置案を確

定し、子会社のカーリット産業㈱を活用した直接・間接部門のコスト削減、自家発電力の効率的な利用等を含め、将

来を見据えた安全、合理性、美観に優れ、そして収益力のある工場として再構築するための諸施策を強力に推進して

まいります。 

 ③ジェーシービバレッジ㈱の再建 

 ボトリング事業を営む連結子会社のジェーシービバレッジ㈱は平成17年度から経営陣を刷新し再建に取り組んでま

いりましたが、日照不足等の天候不順並びにブランド各社の内製化の流れの影響により受注が減少したこと、加えて

燃料費の高騰があったため、依然として業績は厳しい状態にあります。なお、下半期は例年需要が落ち込む時期でも

あり工場操業に関する諸経費のさらなる削減に努めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 当連結会計年度の研究開発活動は主として日本カーリット株式会社で行っており、研究開発費の総額は244百万円

であります。活動の概要については、下記のとおりであります。 

  

（活動の概要） 

 色素・光関連分野、エネルギー分野、環境分野の研究開発を行いました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 (1)当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 (2)当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は次のとおりである。 

会社名 
事業所名 

所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

投資予定金額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定
年月 完了後

の増加
能力 総額 

(百万円) 
既支払額
(百万円)

着手 完了 

当社 

群馬工場 

群馬県 

渋川市 

電子材料

事業 

電解液製

造設備 
1,037 0 

自己資

金等 

平成19年

2月 

平成19年

11月 

生産能

力  

５０t

／月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年12月11日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 20,000,000 20,000,000 
東京証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 20,000,000 20,000,000 ― ― 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注) １ みずほ信託退職給付信託 丸紅口の所有株式は、丸紅㈱が退職給付信託として拠出したものであります。 

２ みずほ信託退職給付信託 みずほコーポレート銀行口の所有株式は、㈱みずほコーポレート銀行が退職給付

信託として拠出したものであります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日 

～ 

平成18年９月30日 

－ 20,000 － 1,000 － 140 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

みずほ信託退職給付信託 丸紅

口 再信託受託者 資産管理サ

ービス信託 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーZ棟 

1,997 10.0 

日本カーリット株式会社 東京都千代田区神田和泉町１番地 1,707 8.5 

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル 
133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 1,020 5.1 

日本油脂株式会社 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 915 4.6 

みずほ信託退職給付信託 みず

ほコーポレート銀行口 再信託

受託者 資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟 

913 4.6 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 700 3.5 

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町５番１号 700 3.5 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 540 2.7 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 494 2.5 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目2番1号 460 2.3 

計 ― 9,448 47.2 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注) １ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式が79株含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が4,800株(議決権の数48個)含

まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式   

1,707,700
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

(相互保有株式) 

普通株式 1,000 ― 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,275,000 182,750 同上 

単元未満株式  普通株式 16,300  ―   同上  

発行済株式総数 20,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 182,750 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)           

日本カーリット株式会社 
東京都千代田区 

神田和泉町１番地 
1,707,700 ― 1,707,700 8.5 

(相互保有株式)           

株式会社ジャペックス 
東京都港区西新橋 

二丁目４番地２号 
1,000 ― 1,000 0.0 

計 ― 1,708,700 ― 1,708,700 8.5 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当事項はありません。 

(2）退任役員 

    該当事項はありません。 

  

(3）役員の異動 

    該当事項はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,357 1,300 942 942 839 787 

最低(円) 1,254 916 702 651 722 701 



第５【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

３ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び

中間財務諸表について新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

(1) 現金及び預金     689 767   1,377 

(2) 受取手形及び売掛金 ※５   6,616 7,646   5,859 

(3) たな卸資産     2,289 2,546   2,216 

(4) その他 ※４   908 669   705 

流動資産合計     10,503 32.8 11,630 34.0   10,159 30.4

Ⅱ 固定資産          

１ (有形固定資産) 
※１ 
※２ 

       

(1) 建物及び構築物     4,697 4,448   4,551 

(2) 機械装置 
及び運搬具 

    3,037 2,938   2,947 

(3) 土地     6,257 5,967   5,967 

(4) その他     191 318   283 

有形固定資産合計     14,184 13,672   13,749 

２ (無形固定資産)     83 103   107 

３ (投資その他の資産)          

(1) 投資有価証券 ※２   6,587 8,191   8,697 

(2) その他     755 663   726 

貸倒引当金     △50 △47   △50 

投資その他の 
資産合計 

    7,292 8,807   9,374 

固定資産合計     21,560 67.2 22,584 66.0   23,231 69.6

資産合計     32,063 100.0 34,214 100.0   33,390 100.0 

           

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

(1) 支払手形及び買掛金 ※５   3,556 4,719   3,062 

(2) 短期借入金 ※２   5,955 6,311   5,679 

(3) 一年以内に返済する
長期借入金 

※２   2,486 1,957   2,373 

(4) 賞与引当金     376 370   365 

(5) その他 
※４ 
※５ 

  1,138 1,617   1,941 

流動負債合計     13,513 42.1 14,975 43.8   13,420 40.2

Ⅱ 固定負債          

(1) 長期借入金 ※２   4,671 2,755   3,544 

(2) 繰延税金負債     4,250 4,725   5,016 

(3) 退職給付引当金     358 476   382 

(4) その他     141 87   116 

固定負債合計     9,421 29.4 8,044 23.5   9,060 27.1

負債合計     22,934 71.5 23,020 67.3   22,480 67.3

(少数株主持分)          

少数株主持分     45 0.2 － －   59 0.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金     1,000 3.1 － －   1,000 3.0

Ⅱ 資本剰余金     140 0.4 － －   140 0.4

Ⅲ 利益剰余金     6,512 20.3 － －   6,988 20.9

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    2,635 8.2 － －   3,925 11.8

Ⅴ 自己株式     △1,204 △3.7 － －   △1,204 △3.6

資本合計     9,084 28.3 － －   10,849 32.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    32,063 100.0 － －   33,390 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

(1) 資本金    － －  1,000 2.9  － － 

(2) 資本剰余金    － －  140 0.4  － － 

(3) 利益剰余金    － －  7,597 22.2  － － 

(4) 自己株式    － －  △1,204 △3.5  － － 

  株主資本合計    － －  7,532 22.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

(1) その他有価証券 
評価差額金   － －  3,584 10.5  － － 

  評価・換算差額等合計   － －  3,584 10.5  － － 

Ⅲ 少数株主持分   － －  76 0.2  － － 

純資産合計   － －  11,193 32.7  － － 

負債純資産合計   － －  34,214 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     15,515 100.0 14,516 100.0   29,347 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,975 83.6 11,710 80.7   24,213 82.5

売上総利益     2,540 16.4 2,805 19.3   5,133 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,489 9.6 1,576 10.8   3,054 10.4

営業利益     1,050 6.8 1,228 8.5   2,079 7.1

Ⅳ 営業外収益          

(1) 受取利息   1  0 2   

(2) 受取配当金   42  49 64   

(3) 許諾特許料収入   28  32 57   

(4) 物品売却益   16  68 29   

(5) 雑収入   18 106 0.7 20 171 1.2 35 188 0.7

Ⅴ 営業外費用          

(1) 支払利息   90  70 169   

(2) 持分法による 
投資損失 

  10  14 86   

(3) 雑損失   22 122 0.8 9 95 0.7 55 311 1.1

経常利益     1,034 6.7 1,305 9.0   1,956 6.7

Ⅵ 特別利益          

(1) 固定資産売却益 ※３ 34  － 73   

(2) 投資有価証券売却益   －  3 －   

(3) 貸倒引当金戻入益   20 54 0.3 3 6 0.0 20 94 0.3

Ⅶ 特別損失          

(1) 固定資産除却損   5  40 115   

(2) 固定資産売却損 ※４ 3  0 4   

(3) 減損損失 ※５ 310  － 310   

(4) 役員退職金   19  61 19   

(5) その他の特別損失   ― 338 2.2 3 104 0.7 0 450 1.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    750 4.8 1,206 8.3   1,600 5.5

法人税、住民税 
及び事業税 

※２ 282  465 793   

法人税等調整額   85 367 2.4 △38 427 2.9 △67 726 2.5

少数株主利益     19 0.1 16 0.1   34 0.1

中間(当期)純利益     363 2.3 763 5.3   839 2.9

          



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）  

   
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  140 140

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益  0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

 140 140

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  6,288 6,288

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間(当期)純利益  363 363 839 839

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金  139 139 139 139

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

 6,512 6,988

   

  

株主資本 
評価・換算 
差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
1,000 140 6,988 △1,204 6,923 3,925 59 10,909 

中間連結会計期間中の変動額                 

利益処分による利益配当     △128   △128     △128 

利益処分による役員賞与     △26   △26     △26 

中間純利益     763   763     763 

自己株式の取得       △0 △0     △0 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
          △341 16 △324 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 609 △0 608 △341 16 284 

平成18年９月30日残高 

（百万円） 
1,000 140 7,597 △1,204 7,532 3,584 76 11,193 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  750 1,206 1,600 

２ 減価償却費   591 512 1,167 

３ 減損損失   310 － 310 

４ 貸倒引当金の減少額   △0 － △0 

５ 賞与引当金の増加額 
又は減少額(△) 

  △14 4 △25 

６ 退職給付引当金の増加額   36 93 61 

７ 固定資産除却損   5 40 115 

８ 受取利息及び受取配当金   △43 △50 △66 

９ 支払利息   90 70 169 

10 持分法による投資損失   10 14 86 

11 固定資産売却損又は益(△)   △30 0 △68 

12  投資有価証券売却益   － △3 － 

13 売上債権の増加額   △875 △1,815 △105 

14 たな卸資産の増加額(△) 
又は減少額 

  296 △329 369 

15 仕入債務の増加額   870 1,652 389 

16  役員賞与の支払額    － △26 － 

17 その他   △259 △214 127 

小計   1,738 1,156 4,132 

18 取引保証金による収入   － － 4 

19 取引保証金の返還 
による支出 

  △2 △6 △4 

20 法人税等の支払額   △360 △614 △547 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,376 535 3,584 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 固定資産の取得 
による支出 

  △420 △381 △711 

２ 固定資産の売却 
による収入 

  43 4 372 

３ 投資有価証券の取得 
による支出 

  △140 △100 △140 

４ 投資有価証券の売却 
による収入 

  － 17 0 

５ 貸付金の回収による収入   6 8 42 

６ 利息及び配当金の受取額   43 50 66 

７ その他投資活動による支出   △11 △20 △34 

８ その他投資活動による収入   29 44 29 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △449 △377 △375 

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 短期借入金の純増加額 
又は純減少額(△) 

  43 632 △232 

２ 長期借入れによる収入   1,100 － 1,150 

３ 長期借入金の返済 
による支出 

  △1,159 △1,204 △2,450 

４ 配当金の支払額   △139 △126 △139 

５ 利息の支払額   △88 △68 △163 

６ その他財務活動による支出   － － △2 

７ その他財務活動による収入   0 － 0 

８ 自己株式の取得による支出   △1,198 △0 △1,198 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △1,443 △767 △3,037 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増加額又は減少額(△) 

  △516 △609 170 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  1,205 1,376 1,205 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 ※ 688 766 1,376 

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 ４社 

ジェーシービバレッジ㈱ 

関東高圧化学㈱ 

㈱シリコンテクノロジー 

日本研削砥粒㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 ４社 

ジェーシービバレッジ㈱ 

関東高圧化学㈱ 

㈱シリコンテクノロジー 

日本研削砥粒㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 ４社 

ジェーシービバレッジ㈱ 

関東高圧化学㈱ 

㈱シリコンテクノロジー 

日本研削砥粒㈱ 

  

(2) 主要な非連結子会社名 

カーリット産業㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社１社は小規模会

社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2) 主要な非連結子会社名 

カーリット産業㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

  

(2) 主要な非連結子会社名 

カーリット産業㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社１社は小規模会

社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため

であります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会

社数 １社 

カーリット産業㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会

社数 １社 

カーリット産業㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会

社数 １社 

カーリット産業㈱ 

(2) 持分法を適用した関連会社数 

２社 

㈱ジャペックス 

ルビコン・カーリット㈱ 

なお、平成17年７月１日に合

弁により、ルビコン・カーリ

ット㈱を設立したため、当中

間連結会計期間より持分法を

適用しております。 

(2) 持分法を適用した関連会社数 

２社 

㈱ジャペックス 

ルビコン・カーリット㈱ 

  

(2) 持分法を適用した関連会社数 

２社 

㈱ジャペックス 

ルビコン・カーリット㈱ 

なお、平成17年７月１日に合

弁により、ルビコン・カーリ

ット㈱を設立したため、当連

結会計年度より持分法を適用

しております。 

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

東日本日東エース㈱ 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、連結中

間純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

東日本日東エース㈱ 

持分法を適用しない理由 

同左 

(3) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社 

東日本日東エース㈱ 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、連結当

期純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の決算日は３月31日

であり、連結決算日と一致して

おります。 

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

よる算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

による算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法による

算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

移動平均法による原価法に

よっております。ただし、

電子部品は移動平均法によ

る低価法によっておりま

す。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。

但し、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備を除く)及びボトリング工

場(子会社に賃貸)、㈱シリ

コンテクノロジーは、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、建

物が15年～47年、構築物が

15年～75年、機械装置が７

年～20年となっておりま

す。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってお

ります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備

えるため、支給見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。なお、子会社について

は、当中間連結会計期間末

における自己都合要支給額

を計上しております。 

また、会計基準変更時差異

(1,938百万円)については８

年による按分額を費用処理

し、数理計算上の差異につ

いては８年による按分額を

それぞれ発生の翌期より費

用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。な

お、子会社については、当

連結会計年度末における自

己都合要支給額を計上して

おります。 

また、会計基準変更時差異

(1,938百万円)については８

年による按分額を費用処理

し、数理計算上の差異につ

いては８年による按分額を

それぞれ発生の翌期より費

用処理しております。 

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を、為

替予約については振当処理

の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しており

ます。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採用

しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を、為

替予約については振当処理

の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しており

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

……金利スワップ 

……為替予約 

・ヘッジ対象 

……借入金 

……外貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

……金利スワップ 

  

・ヘッジ対象 

……借入金 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

……金利スワップ 

……為替予約 

・ヘッジ対象 

……借入金 

……外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

……内部規定である「デリ

バティブ取引管理規

程」に基づき、金利変

動リスク等をヘッジし

ております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジの有効性の判定は、

原則としてヘッジ開始時か

ら有効性判定時点までの期

間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の

累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断し

ております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

② 税効果会計適用による利益

処分方式の諸準備金の取扱

い 

 中間連結会計期間に係る

「法人税、住民税及び事業

税」及び「法人税等調整額」

は、当期において予定してい

る利益処分による固定資産圧

縮積立金の取り崩しを前提と

して当中間連結会計期間に係

る金額を計算しております。 

――――― ――――― 

  

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。これにより、税金等

調整前中間純利益が310百万円減少し

ております。 

 なお、改正後の中間連結財務諸表

規則に基づき、有形固定資産の減損

損失累計額については当該各資産の

金額から直接控除し、リース資産の

減損損失累計額についてはリース資

産減損勘定として負債の部に計上

し、リース契約の残存期間にわたり

定額法により取り崩し、支払リース

料と相殺することとしております。 

――――― 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。これにより、税金等調

整前当期純利益が310百万円減少して

おります。 

 セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 なお、改正後の連結財務諸表規則

に基づき、有形固定資産の減損損失

累計額については当該各資産の金額

から直接控除し、リース資産の減損

損失累計額についてはリース資産減

損勘定として負債の部に計上し、リ

ース契約の残存期間にわたり定額法

により取り崩し、支払リース料と相

殺することとしております。 

――――― 

  

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は11,117百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

――――― 

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において固定負債の「その他」に

含めて表示しておりました「退職給付引当金」(前中間連

結会計期間295百万円)については、資産総額の100分の１

超となったため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。 

――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

21,110百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

21,529百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

21,300百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

工場財団 5,105百万円

土地 4 〃 

投資有価証券 1,662 〃 

計 6,772百万円

工場財団 4,790百万円

土地 4 〃 

投資有価証券 2,040 〃 

計 6,835百万円

工場財団 4,873百万円

土地 4 〃 

投資有価証券 2,205 〃 

計 7,083百万円

担保付き債務 担保付き債務 担保付き債務 

短期借入金 1,778百万円

長期借入金 6,234 〃 

(内一年以内 

返済分 1,952) 〃 

保証債務 14 〃 

取引保証 210 〃 

計 8,236百万円

短期借入金 1,690百万円

長期借入金 4,281 〃 

(内一年以内 

返済分 1,940) 〃 

保証債務 10 〃 

取引保証 210 〃 

計 6,192百万円

短期借入金 1,658百万円

長期借入金 5,263 〃 

(内一年以内 

返済分 1,945) 〃 

保証債務 12 〃 

取引保証 210 〃 

計 7,143百万円

(注) 

工場財団 

(注) 

工場財団 

(注) 

工場財団 

建物 2,624百万円

構築物 456 〃 

機械装置 1,861 〃 

土地 162 〃 

計 5,105百万円

建物 2,443百万円

構築物 432 〃 

機械装置 1,752 〃 

土地 162 〃 

計 4,790百万円

建物 2,513百万円

構築物 440 〃 

機械装置 1,758 〃 

土地 162 〃 

計 4,873百万円

 ３ 保証債務 

従業員の金融機関からの借入

金に対して、債務保証を行っ

ております。 

 ３ 保証債務 

従業員の金融機関からの借入

金に対して、債務保証を行っ

ております。 

 ３ 保証債務 

従業員の金融機関からの借入

金に対して、債務保証を行っ

ております。 

従業員 14百万円 従業員 10百万円 従業員 12百万円

※４ 消費税等の取扱い 

(追加情報) 

従来、仕入等に係る消費税等

は流動資産の「その他」に、

また、売上等に係る消費税等

は流動負債の「その他」にそ

れぞれ含めて表示しておりま

したが、当中間連結会計期間

より、仕入等に係る消費税等

および売上等に係る消費税等

は相殺のうえ、流動資産の

「その他」または流動負債の

「その他」に含めて表示する

ことに変更しております。 

この結果、従来の方法と比べ

て流動資産の「その他」およ

び流動負債の「その他」は、

それぞれ650百万円少なく表示

されております。 

※４ 消費税等の取扱い 

仕入等に係る消費税等および売

上等に係る消費税等は相殺のう

え、流動資産の「その他」また

は流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

  

――――― 

  

  

 



前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

――――― ※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

――――― 

 受取手形 94百万円

支払手形 61 〃 

設備関係支払手形 55 〃 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

支払運賃 173百万円

役員報酬 117 〃 

給料手当 284 〃 

賞与引当金繰入額 125 〃 

退職給付費用 71 〃 

減価償却費 5 〃 

研究開発費 250 〃 

(うち減価償却費 42 〃) 

支払運賃 186百万円

役員報酬 122 〃 

給料手当 273 〃 

賞与引当金繰入額 144 〃 

退職給付費用 79 〃 

減価償却費 8 〃 

研究開発費 244 〃 

(うち減価償却費 34 〃) 

支払運賃 357百万円

役員報酬 226 〃 

給料手当 673 〃 

賞与引当金繰入額 143 〃 

退職給付費用 148 〃 

減価償却費 15 〃 

研究開発費 517 〃 

(うち減価償却費 86 〃) 

※２     

(追加情報) 

中間連結会計期間における税

金費用については、従来簡便

法により計算しておりました

が、税金費用をより合理的に

算定するため、当中間連結会

計期間から原則法に変更して

おります。この結果、従来の

方法によった場合に比べ中間

純利益は87百万円減少してお

ります。 

      ――――― 

  

       ――――― 

  

※３ 固定資産売却益の主なもの       ――――― ※３ 固定資産売却益の主なもの 

土地 34百万円    土地 73百万円

※４ 固定資産売却損の主なもの ※４ 固定資産売却損の主なもの ※４ 固定資産売却損の主なもの 

土地および建物 3百万円 工具器具備品 0百万円 土地および建物 3百万円

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

            ――――― 

  

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上いたし

ました。 

用途 場所 種類 
減損金額
(百万円) 

事業
資産 

群馬県 
渋川市 

機械装置 
及び運搬
具 

236 

リース資
産 

70 

計 306 

遊休
資産 

群馬県吾
妻郡六合
村 

土地 4 

 

  

用途 場所 種類 
減損金額
(百万円)

事業
資産

群馬県 
渋川市 

機械装置 
及び運搬
具 

236 

リース資
産 

70 

計 306 

遊休
資産

群馬県吾
妻郡六合
村 

土地 4 

当社グループは、事業資産に

ついては管理会計上の区分、

賃貸不動産については賃貸先

単位、遊休資産については個

別物件単位で、また、本社・

研究所等に関しては共用資産

として資産のグルーピングを

行っております。 

その結果、収益性の低下が見

込まれるボトリング事業資産

および時価が著しく下落して

いる遊休資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

(310百万円)として特別損失に

計上いたしました。 

なお、回収可能価額は事業資

産については使用価値により

測定し、将来キャッシュ・フ

ローを５％で割引いて算定し

ております。また、遊休資産

については重要性に乏しいこ

とから相続税評価額を基準に

正味売却価額により算定して

おります。 

 当社グループは、事業資産につ

いては管理会計上の区分、賃貸

不動産については賃貸先単位、

遊休資産については個別物件単

位で、また、本社・研究所等に

関しては共用資産として資産の

グルーピングを行っておりま

す。 

その結果、収益性の低下が見込

まれるボトリング事業資産およ

び時価が著しく下落している遊

休資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(310百万円)とし

て特別損失に計上いたしまし

た。 

なお、回収可能価額は事業資産

については使用価値により測定

し、将来キャッシュ・フローを

５％で割引いて算定しておりま

す。また、遊休資産については

資産の重要性を勘案し相続税評

価額を基準に正味売却価額によ

り算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）  
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加88株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 ２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 20,000,000 － － 20,000,000 

合計 20,000,000 － － 20,000,000 

 自己株式         

   普通株式 （注） 1,707,991 88 － 1,708,079 

合計 1,707,991 88 － 1,708,079 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 128 7  平成18年３月31日  平成18年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日) 

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 689百万円

預入期間が３か月 

を超える定期預金 
△1 〃 

現金及び現金同等

物 
688百万円

現金及び預金勘定 767百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金
 △1〃 

現金及び現金同等

物 
766百万円

現金及び預金勘定 1,377百万円

預入期間が３か月 

を超える定期預金 
 △1〃 

現金及び現金同等

物 
1,376百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)   

その他

(工具器

具備品

等) 

(百万円)   

合計 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
1,575  124  1,700

減価償却 

累計額 

相当額 

1,331  95  1,427

減損損失 

累計額 

相当額 

70  ―  70

中間期末 

残高 

相当額 

174  29  203

  

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円) 

その他

(工具器

具備品

等) 

(百万円) 

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
1,545 61 1,606

減価償却 

累計額 

相当額 

1,458 41 1,499

減損損失 

累計額 

相当額 

70 ― 70

中間期末 

残高 

相当額 

16 19 36

  

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)   

その他

(工具器

具備品

等) 

(百万円)   

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
1,575  76  1,651

減価償却 

累計額 

相当額 

1,411  54  1,466

減損損失 

累計額 

相当額 

70  ―  70

期末残高 

相当額 
93  21  115

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高 

② 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高 

１年以内 215百万円

１年超 123百万円

合計 339百万円

１年以内 109百万円

１年超 19百万円

合計 129百万円

１年以内 206百万円

１年超 19百万円

合計 225百万円

リース資産減損勘定中間期末

残高       70百万円 

リース資産減損勘定中間期末

残高       23百万円 

   リース資産減損勘定期末残高 

            46百万円 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 93百万円

支払利息相当額 9百万円

減損損失 70百万円

支払リース料 109百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 

23百万円

減価償却費相当額 86百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 231百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 

23百万円

減価償却費相当額 184百万円

支払利息相当額 17百万円

 減損損失 70百万円

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

    



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない有価証券 

（当中間連結会計期間） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない有価証券 

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

株式 1,888 6,355 4,467 

計 1,888 6,355 4,467 

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

① 非上場株式 43 

② 出資証券 0 

計 44 

子会社株式及び関連会社株式 187 

種類 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

株式 1,987 8,062 6,075 

計 1,987 8,062 6,075 

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

① 非上場株式 30 

② 出資証券 0 

計 30 

子会社株式及び関連会社株式 97 



（前連結会計年度） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない有価証券 

種類 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券       

株式 1,888 8,542 6,654 

計 1,888 8,542 6,654 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

① 非上場株式 43 

② 出資証券 0 

計 43 

子会社株式及び関連会社株式 111 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社グループが行うデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当する事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社グループが行うデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当する事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループが行うデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、該当する事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

化学品 
事業 
(百万円) 

電子材料 
事業 
(百万円) 

ボトリング
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
4,936 2,746 7,179 652 15,515 － 15,515 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
0 2 － － 3 (3) － 

計 4,936 2,749 7,179 652 15,518 (3) 15,515 

営業費用 4,014 2,026 7,090 650 13,781 683 14,465 

営業利益 922 722 88 2 1,736 (686) 1,050 

  

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

化学品 
事業 
(百万円) 

電子材料 
事業 
(百万円) 

ボトリング
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
4,820 3,204 5,929 561 14,516 － 14,516 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ 8 － － 8 (8) － 

計 4,820 3,212 5,929 561 14,524 (8) 14,516 

営業費用 4,011 2,198 5,785 558 12,553 733 13,287 

営業利益 809 1,014 143 3 1,970 (741) 1,228 

  

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

化学品 
事業 
(百万円) 

電子材料 
事業 
(百万円) 

ボトリング
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
9,618 5,881 12,572 1,275 29,347 － 29,347 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
0 8 － － 8 (8) － 

計 9,618 5,889 12,572 1,275 29,356 (8) 29,347 

営業費用 7,800 4,217 12,543 1,294 25,856 1,411 27,268 

営業利益又は 

営業損失(△) 
1,818 1,672 28 △19 3,499 (1,420) 2,079 



 （注１）前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における事業区分の方法及び各区分に属する主

要な製品の名称 

現に採用している売上集計区分等を利用して業種別に下記の通り分類しております。 

・化学品事業……………爆薬・信号用火工品・工業薬品・農薬・プラント(次亜塩素酸・二酸化塩素発生装

置、電極他) 

・電子材料事業…………電子材料・電子部品・シリコンウェーハ 

・ボトリング事業………清涼飲料ボトリング 

・その他の事業…………砥材(研削材、耐火材)・不動産 

 （注２）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能の金額は前中間連結会計期間686百万円、当中間連結会

計期間741百万円、前連結会計年度1,420百万円であり、その主なものは、親会社の基礎的試験研究費及び管理

部門に係る費用であります。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)につ

いては、在外子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)につ

いては、海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 496円61銭

１株当たり中間純利益 19円86銭

１株当たり純資産額 607円78銭

１株当たり中間純利益 41円72銭

１株当たり純資産額 591円73銭

１株当たり当期純利益 44円46銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

同左 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 363 763 839 

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ― 26 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
363 763 813 

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,292 18,291 18,292 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

(1) 現金及び預金   547   490 1,115  

(2) 受取手形 ※５ 373   392 266  

(3) 売掛金   3,768   4,104 3,446  

(4) たな卸資産   1,165   1,322 1,152  

(5) 短期貸付金   1,360   2,420 1,870  

(6) 繰延税金資産   122   129 146  

(7) その他 ※４ 618   696 528  

    貸倒引当金   △67   △272 △196  

流動資産合計     7,888 28.8 9,284 31.5   8,330 28.5

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

     

(1) 建物及び構築物   3,538   3,369 3,423  

(2) 機械装置及び 
運搬具 

  1,634   1,434 1,471  

(3) 土地   6,452   6,163 6,163  

(4) 建設仮勘定   14   101 75  

(5) その他   143   127 142  

有形固定資産合計   11,784   11,195 11,276  

２ 無形固定資産   72   88 96  

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※２ 6,889   8,549 9,038  

(2) その他   1,560   1,194 1,387  

    貸倒引当金   △581   △426 △505  

    投資損失引当金   △267   △407 △370  

投資その他資産合計   7,601   8,909 9,548  

固定資産合計     19,457 71.2 20,194 68.5   20,921 71.5

資産合計     27,346 100.0 29,478 100.0   29,251 100.0 

         

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

(1) 支払手形  ※５ 804   521 432  

(2) 買掛金   1,128   1,679 1,256  

(3) 短期借入金 ※２ 7,225   7,632 7,126  

(4) 未払法人税等   214   325 512  

(5) 賞与引当金   288   279 282  

(6) その他 
※４ 
※５ 

629   1,154 953  

流動負債合計     10,291 37.6 11,593 39.3   10,564 36.1

Ⅱ 固定負債        

(1) 長期借入金 ※２ 3,809   2,529 3,116  

(2) 繰延税金負債   4,248   4,710 5,000  

(3) 退職給付引当金   136   237 149  

(4) 長期預り金   407   339 373  

(5) その他   6   6 6  

固定負債合計     8,608 31.5 7,823 26.6   8,646 29.6

負債合計     18,899 69.1 19,416 65.9   19,210 65.7

         

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金     1,000 3.7 － －   1,000 3.4

Ⅱ 資本剰余金        

(1) 資本準備金   140   － 140  

(2) その他資本剰余金   0   － 0  

資本剰余金合計     140 0.5 － －   140 0.5

Ⅲ 利益剰余金        

(1) 利益準備金   250   － 250  

(2) 任意積立金   4,892   － 4,892  

(3) 中間(当期) 
未処分利益 

  738   － 1,065  

利益剰余金合計     5,881 21.5 － －   6,208 21.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    2,628 9.6 － －   3,896 13.3

Ⅴ 自己株式     △1,204 △4.4 － －   △1,204 △4.1

資本合計     8,446 30.9 － －   10,041 34.3

負債・資本合計     27,346 100.0 － －   29,251 100.0 

  
  

  
  

  
  

 
          

  
  

 
    

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１ 資本金    － －  1,000 3.4  － － 

２ 資本剰余金            

(1) 資本準備金  －    140    －    

(2) その他資本剰余金  －    0    －    

資本剰余金合計   － －  140 0.5  － － 

３ 利益剰余金            

(1) 利益準備金  －    250    －    

(2) その他利益剰余金                 

退職給与積立金  －    141    －    

固定資産圧縮  
積立金   －    2,803    －    

別途積立金  －    1,848    －    

繰越利益剰余金  －    1,524    －    

利益剰余金合計    － －  6,568 22.3  － － 

４ 自己株式    － －  △1,204 △4.1  － － 

株主資本合計    － －  6,504 22.1  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
評価差額金   － －  3,556 12.0  － － 

評価・換算差額等合計   － －  3,556 12.0  － － 

純資産合計   － －  10,061 34.1  － － 

負債純資産合計   － －  29,478 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     6,421 100.0 6,626 100.0   12,828 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,576 71.3 4,572 69.0   8,907 69.4

売上総利益     1,845 28.7 2,053 31.0   3,921 30.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,167 18.2 1,263 19.1   2,406 18.8

営業利益     677 10.5 789 11.9   1,514 11.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   132 2.1 195 3.0   209 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   82 1.3 60 0.9   158 1.2

経常利益     727 11.3 925 14.0   1,566 12.2

Ⅵ 特別利益 ※３   54 0.9 4 0.0   94 0.7

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※７ 

  274 4.3 119 1.8   531 4.1

税引前中間(当期)
純利益 

    507 7.9 810 12.2   1,128 8.8

法人税、住民税 
及び事業税 

※６ 214   332 661   

法人税等調整額   78 292 4.5 △36 295 4.4 △74 586 4.6

中間(当期)純利益     215 3.4 514 7.8   542 4.2

前期繰越利益     523 ―   523 

中間(当期)未処分
利益 

    738 ―   1,065 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 株主資本 

評価・ 

換算 

差額等 

純資産 

合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 

株主 

資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

  

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益 

剰余金 

合計 
  

退職 

給与 

積立金 

固定資産

圧縮 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高 

 （百万円） 
1,000 140 0 140 250 148 2,895 1,848 1,065 6,208 △1,204 6,144 3,896 10,041 

中間会計期間中の変動額                             

利益処分による利益配当                 △128 △128   △128   △128 

利益処分による役員賞与                 △26 △26   △26   △26 

中間純利益                 514 514   514   514 

利益処分による退職給与 

積立金の積立 
          38     △38 －   －   － 

退職給与積立金の取崩           △44     44 －   －   － 

利益処分による固定資産圧縮 

積立金の取崩 
            △63   63 －   －   － 

当中間会計期間に係る 

固定資産圧縮積立金の取崩 
            △28   28 －   －   － 

自己株式の取得                     △0 △0   △0 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
                        △339 △339 

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
－ － － － － △6 △91 － 459 360 △0 360 △339 20 

平成18年９月30日残高 

 （百万円） 
1,000 140 0 140 250 141 2,803 1,848 1,524 6,568 △1,204 6,504 3,556 10,061 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材

料・仕掛品・貯蔵品について

は、移動平均法による原価法

によっております。ただし、

電子部品は移動平均法による

低価法によっております。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

は除く)及びボトリング工場

(子会社に賃貸)については、

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は、建物

が15年～47年、構築物が15年

～75年、機械装置が７年～20

年となっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 投資損失引当金 

子会社株式等に対する投資損

失に備えるための引当で、投

資先の財政状態等を考慮して

計上しております。 

(2) 投資損失引当金 

同左 

(2) 投資損失引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備え

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(3) 賞与引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備え

るため、当事業年度に対応す

る支給見込額を計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

会計基準変更時差異(1,945百

万円)については、８年による

按分額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均勤務期間以内の一

定の年数(８年)による按分額

をそれぞれ発生の翌期より費

用処理しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、８年による按分額

を費用処理しており、数理計

算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(８年)による

定額法により発生の翌期から

費用処理しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、金利

スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合

は特例処理を、為替予約につ

いては振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採

用しております。 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、金利

スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用しておりま

す。 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、金利

スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合

は特例処理を、為替予約につ

いては振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採

用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   
外貨建 

予定取引 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

    
  

  

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   
外貨建 

予定取引 

(3) ヘッジ方針 

当社の内部規程である「デリ

バティブ取引管理規程」に基

づき、金利変動リスク等をヘ

ッジしております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の判定は、原則

としてヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 税効果会計適用による利益処

分方式の諸準備金の取扱い 

中間会計期間に係る「法人

税、住民税及び事業税」及び

「法人税等調整額」は、当期

において予定している利益処

分による固定資産圧縮積立金

の取り崩しを前提として当中

間会計期間に係る金額を計算

しております。 

――――― ――――― 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。これにより、税引前中

間純利益が４百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用してお

ります。これにより、税引前当期純

利益が４百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

――――― 

  

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は10,061百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

――――― 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  14,324百万円   14,415百万円   14,356百万円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

(担保)  

工場財団 3,769百万円 

(内訳)(建物) (1,808 〃 )

(構築物) (455 〃 )

(機械装置) (1,443 〃 )

(土地) (62 〃 )

土地 0 〃 

投資有価証券 1,662 〃 

計 5,431百万円 

(担保)  

工場財団 3,469百万円 

(内訳)(建物) ( 1,707 〃 )

(構築物) ( 428 〃 )

(機械装置) (1,271 〃 )

(土地) (62 〃 )

土地 0 〃 

投資有価証券 2,040 〃 

計 5,509百万円 

(担保)  

工場財団 3,528百万円 

(内訳)(建物) ( 1,735 〃 )

(構築物) ( 438 〃 )

(機械装置) ( 1,291 〃 )

(土地) (62 〃 )

土地     0 〃 

投資有価証券 2,205 〃 

計 5,733百万円 

(債務)   

短期借入金 1,778百万円 

長期借入金(一年内 

返済予定額を含む) 
5,074 〃 

計 6,852百万円 

(債務)   

短期借入金 1,690百万円 

長期借入金(一年内 

返済予定額を含む) 
3,804 〃 

計 5,494百万円 

(債務)   

短期借入金 1,658百万円 

長期借入金(一年内 

返済予定額を含む) 
4,508 〃 

計 6,166百万円 

(偶発債務)   

ジェーシー 

ビバレッジ㈱ 
1,035百万円 

(保証債務)   

従業員 

(住宅ローン保証) 
14 〃 

計 1,049百万円 

(偶発債務)   

ジェーシー 

ビバレッジ㈱ 
383百万円 

(保証債務)   

従業員 

(住宅ローン保証) 
10 〃 

計 393百万円 

(偶発債務)   

ジェーシー 

ビバレッジ㈱ 
645百万円 

(保証債務)   

従業員 

(住宅ローン保証) 
12 〃 

計 657百万円 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

ジェーシー 

ビバレッジ㈱ 
1,035百万円 

(銀行借入保証)   

日本研削砥粒㈱ 42 〃 

(輸入信用状に対す 

る保証) 
  

㈱シリコン 

テクノロジー 
917 〃 

(銀行借入保証)   

従業員 14 〃 

(住宅ローン保証)   

計 2,009百万円 

ジェーシー 

ビバレッジ㈱ 
383百万円 

(銀行借入保証)   

日本研削砥粒㈱ 41 〃 

(輸入信用状に対す 

る保証) 
  

㈱シリコン 

テクノロジー 
384 〃 

(銀行借入保証)   

従業員 10 〃 

(住宅ローン保証)   

計 819百万円 

ジェーシー 

ビバレッジ㈱ 
645百万円 

(銀行借入保証)   

日本研削砥粒㈱ 51 〃 

(輸入信用状に対す 

る保証) 
  

㈱シリコン 

テクノロジー 
598 〃 

(銀行借入保証)   

従業員 12 〃 

(住宅ローン保証)   

計 1,307百万円 

 



前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※４ 消費税等の取扱い 

(追加情報) 

従来、仕入等に係る消費税等

は流動資産の「その他」に、

また、売上等に係る消費税等

は流動負債の「その他」にそ

れぞれ含めて表示しておりま

したが、当中間会計期間よ

り、仕入等に係る消費税等お

よび売上等に係る消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」または流動負債の「そ

の他」に含めて表示すること

に変更しております。 

この結果、従来の方法と比べ

て流動資産の「その他」およ

び流動負債の「その他」は、

それぞれ219百万円少なく表示

されております。 

※４ 消費税等の取扱い 

仕入等に係る消費税等および

売上等に係る消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その

他」または流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

――――― 

――――― ※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理 

手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれてお

ります。 

――――― 

 受取手形 67百万円

支払手形 43 〃 

設備関係支払手形 1 〃 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうちの主なもの ※１ 営業外収益のうちの主なもの ※１ 営業外収益のうちの主なもの 

受取利息 9百万円

受取配当金 76百万円

受取利息 10百万円

受取配当金 129百万円

受取利息 19百万円

受取配当金 98百万円

※２ 営業外費用のうちの主なもの ※２ 営業外費用のうちの主なもの ※２ 営業外費用のうちの主なもの 

支払利息 64百万円

工場跡地管理費 10百万円

支払利息 58百万円

   

支払利息 125百万円

工場跡地管理費 10百万円

※３ 特別利益のうちの主なもの ――――― ※３ 特別利益のうちの主なもの 

固定資産売却益 34百万円   固定資産売却益 73百万円

※４ 特別損失のうちの主なもの ※４ 特別損失のうちの主なもの ※４ 特別損失のうちの主なもの 

固定資産売却損 37百万円

貸倒引当金繰入額 229百万円

固定資産除却損 37百万円

役員退職金 45百万円

投資損失引当金 

繰入額 
36百万円

固定資産除却損 103百万円

固定資産売却損 37百万円

貸倒引当金繰入額 282百万円

投資損失引当金 

繰入額 
103百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 321百万円

無形固定資産 9百万円

有形固定資産 286百万円

無形固定資産 12百万円

有形固定資産 658百万円

無形固定資産 21百万円

※６     

(追加情報) 

中間会計期間における税金費用

については、従来簡便法により

計算しておりましたが、税金費

用をより合理的に算定するた

め、当中間会計期間から原則法

に変更しております。 

この結果、従来の方法によった

場合に比べ中間純利益は89百万

円減少しております。 

  

――――― 

  

  

  

――――― 

※７ 減損損失 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて

減損損失を計上いたしました。 

――――― ※７ 減損損失 

当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。 

用途 場所 種類 
減損金額 

(百万円) 

遊休 

資産 

群馬県吾

妻郡六合

村 

土地 4 

 

  

用途 場所 種類 
減損金額

(百万円)

遊休 

資産 

群馬県吾

妻郡六合

村 

土地 4 

当社は、事業資産については管

理会計上の区分、賃貸不動産に

ついては賃貸先単位、遊休資産

については個別物件単位で、ま

た、本社・研究所等に関しては

共用資産として資産のグルーピ

ングを行っております。 

その結果、時価が著しく下落し

ている遊休資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(４

百万円)として特別損失に計上

いたしました。 

なお、回収可能価額は重要性に

乏しいことから相続税評価額を

基準に正味売却価額により算定

しております。 

  

  

  

当社は、事業資産については管

理会計上の区分、賃貸不動産に

ついては賃貸先単位、遊休資産

については個別物件単位で、ま

た、本社・研究所等に関しては

共用資産として資産のグルーピ

ングを行っております。 

その結果、時価が著しく下落し

ている遊休資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(４

百万円)として特別損失に計上

いたしました。 

なお、回収可能価額は資産の重

要性を勘案し相続税評価額を基

準に正味売却価額により算定し

ております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加88株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 普通株式 （注） 1,707,691 88 － 1,707,779 

合計 1,707,691 88 － 1,707,779 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

工具・器 

具・備品 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
104

減価償却 

累計額 

相当額 

81

中間期末 

残高 

相当額 

22

  

  

工具・器

具・備品

(百万円)

機械装置

及び  

 運搬具

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
55 2 57

減価償却 

累計額 

相当額 

38 0 39

中間期末 

残高 

相当額 

16 2 18

  

工具・器 

具・備品 

(百万円) 

取得価額相

当額 
59

減価償却 

累計額 

相当額 

41

期末残高 

相当額 
17

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19百万円

１年超 13百万円

合計 33百万円

１年内 8百万円

１年超 10百万円

合計 19百万円

１年内 10百万円

１年超 8百万円

合計 18百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 19百万円

支払利息相当額 0百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

  

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっている。 

  

  

  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 461円76銭

１株当たり中間純利益 11円79銭

１株当たり純資産額 550円06銭

１株当たり中間純利益 28円14銭

１株当たり純資産額 547円50銭

１株当たり当期純利益 28円21銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

同左 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 215 514 542 

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ― 26 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
215 514 516 

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,292 18,292 18,292 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 
  

事業年度 

(第109期) 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。

(2)  
有価証券報告書 

の訂正報告書  
  

事業年度  

(第109期)  

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年８月８日 

関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年12月12日

日本カーリット株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石原 良一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岸田 一男  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本カ

ーリット株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本カーリット株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年12月11日

日本カーリット株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 和夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 戸田 仁志  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石垣 泰   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本カ

ーリット株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本カーリット株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年12月12日

日本カーリット株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石原 良一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岸田 一男  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本カ

ーリット株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本カーリット株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年12月11日

日本カーリット株式会社  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 和夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 戸田 仁志  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石垣 泰   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本カ

ーリット株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第110期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本カーリット株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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